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第 103期 （2022年３月期）決 算 公 告  
 

東京都港区虎ノ門一丁目17番１号 
株式会社日立ハイテク 

 
貸借対照表 
 

科 目 2021年度(当期) 
（2022/3/31現在） 

2020年度(参考) 
（2021/3/31現在） 

資産の部 百万円 百万円 
流動資産 396,579 325,279 

現 金 及 び 預 金 6,929 12,841 
受 取 手 形 416 771 
電 子 記 録 債 権 4,354 6,074 
売 掛 金 114,831 89,082 
商 品 及 び 製 品 34,122 32,148 
仕 掛 品 93,046 62,229 
原 材 料 21,524 7,388 
前 渡 金 6,259 976 
前 払 費 用 1,223 800 
短 期 貸 付 金 14,223 18,716 
関 係 会 社 預 け 金 91,187 82,391 
そ の 他 15,557 17,775 
貸 倒 引 当 金 △7,092 △5,910 

固定資産 149,273 144,058 
有 形 固 定 資 産 76,068 76,615 

建 物 34,638 35,708 
構 築 物 1,668 1,759 
機 械 及 び 装 置 17,015 16,890 
車 両 運 搬 具 120 93 
工 具 、 器 具 及 び 備 品 18,099 15,694 
土 地 3,747 4,445 
建 設 仮 勘 定 781 2,026 

無 形 固 定 資 産 11,961 10,764 
特 許 権 19 506 
ソ フ ト ウ エ ア 11,741 10,032 
そ の 他 200 225 

投 資 そ の 他 の 資 産 61,244 56,679 
投 資 有 価 証 券 7,087 7,853 
関 係 会 社 株 式 31,370 29,397 
関 係 会 社 出 資 金 3,138 3,138 
⾧ 期 貸 付 金 33 76 
従業員に対する⾧期貸付金 2 2 
固 定 化 営 業 債 権 124 123 
⾧ 期 前 払 費 用 2,993 2,745 
繰 延 税 金 資 産 14,388 11,134 
そ の 他 2,376 2,486 
貸 倒 引 当 金 △266 △274 

資 産 合 計 545,852 469,337 
 

 科 目 2021年度(当期) 
（2022/3/31現在） 

2020年度(参考) 
（2021/3/31現在） 

負債の部 百万円 百万円 
流動負債 232,595 170,871 

電 子 記 録 債 務 3,938 3,466 
買 掛 金 86,703 71,457 
未 払 金 12,073 8,085 
未 払 費 用 17,391 16,191 
未 払 法 人 税 等 2,303 332 
前 受 金 － 13,327 
契 約 負 債 26,943 － 
預 り 金 79,294 57,006 
1年内返還予定の預り保証金 355 394 

資 産 除 去 債 務 39 － 
そ の 他 3,556 613 

固定負債 10,369 11,111 
再評価に係る繰延税金負債 38 38 
退 職 給 付 引 当 金 9,018 9,266 
資 産 除 去 債 務 1,000 975 
そ の 他 313 832 
負 債 合 計 242,964 181,982 

純資産の部   
株主資本 300,914 283,514 

資         本         金 7,938 7,938 
資 本 剰 余 金 35,723 35,723 
  資 本 準 備 金 35,723 35,723 
利 益 剰 余 金 257,252 239,852 
  利 益 準 備 金 1,385 1,385 

そ の 他 利 益 剰 余 金 255,867 238,468 
  固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,061 1,098 

別 途 積 立 金 204,868 204,868 
繰 越 利 益 剰 余 金 49,939 32,502 

評価・換算差額等 1,974 3,841 
その他有価証券評価差額金 3,678 3,898 
繰延ヘッジ損益 △1,824 △177 

 土 地 再 評 価 差 額 金 120 120 
純 資 産 合 計 302,887 287,355 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 545,852 469,337 
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損益計算書 
 

科 目 
2021年度(当期) 

( 2021年4月
2022年3月

1 
31 

日から 
日まで ) 

 

2020年度(ご参考) 

( 2020年4月
2021年3月

1 
31 

日から 
日まで )

 

 百万円 百万円 

売 上 高 374,081 387,452 
売 上 原 価 259,608 289,261 

売 上 総 利 益 114,474 98,190 
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 84,340 73,688 

営 業 利 益 30,134 24,503 
営 業 外 収 益 19,868 12,722 

受 取 利 息 125 185 
受 取 配 当 金 18,735 11,674 
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 － 11 
雑 収 入 1,009 853 

営 業 外 費 用 3,507 1,758 
支 払 利 息 202 192 
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,182 642 
為 替 差 損 808 293 
固 定 資 産 処 分 損 239 260 
固 定 資 産 圧 縮 損 602 － 
雑 損 失 474 371 
経 常 利 益 46,495 35,467 

特 別 利 益 2,079 239 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,049 57 
固 定 資 産 売 却 益 940 182 
事 業 譲 渡 益 90 － 

特 別 損 失 1,748 171 
関 係 会 社 株 式 評 価 損 1,132 － 
減 損 損 失 527 104 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 89 67 
税 引 前 当 期 純 利 益 46,826 35,536 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,492 4,199 
法 人 税 等 調 整 額 △ 2,431 △  343 
当 期 純 利 益 41,766 31,680 
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会社計算規則第136条第１項各号に定める注記 
 

記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。 

 

１．継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

  

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 (１)資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券 

子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原価法によっております。 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの：時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）よっております。 

市 場 価 格 の な い 株 式 等：移動平均法による原価法によっております。 

 

  ②デリバティブ 

時価法によっております。 

  

  ③たな卸資産 

商品・製品・半製品・原材料： 移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法)によっております。 
 

仕掛 品： 個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)によって

おります。 

  

 (２)固定資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産 

定額法によっております。 

  

  ②無形固定資産 

定額法によっております。但し、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっております。また、市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売数量に基づく償却額

と残存有効期間(３年以内)に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を当事業年度償却額としておりま

す。 

  

 (３)引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失等に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

  

  ②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。なお、退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間(17年)による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間(14年～17年)による定額法により、翌事業年度から費

用処理しております。 
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 (４)ヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

  

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段： 為替予約取引 

ヘッジ対象： 外貨建予定取引残高の為替相場変動によるキャッシュ・フロー変動リスク 

  

  ③ヘッジ方針 

当社は、社内のリスク管理方針に基づき、外貨建取引における為替変動リスクを回避する目的で、成約高の範囲

内（実行される可能性の極めて高い未成約取引を含む）で為替予約取引を行うものとしております。 

  

  ④ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジの有効性評価は、原則としてヘッジ開始時から有効性評価時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変

動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、

両者の変動額等を基礎にして判断しております。 

  

 (５)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  ①消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

    ②連結納税制度の適用 

    連結納税制度を適用しております。 

 

  ③連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和2年法律第8号)において創設されたグループ通算制度への移

行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度

からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」(実務対応報告第39号2020年3月31日)第

3項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28号2018年2月16日)第

44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいています。 

なお、翌事業年度から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会 

計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」(実務

対応報告第42号 2021年8月12日)を適用する予定です。 

 

 (６)収益及び費用の計上基準 

収益認識 

当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。 

 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。 

ステップ５：履行義務を充足した時点で(又は充足するにつれて)収益を認識する。 

  

当社は顧客の要望に合わせて多様な取引を行っており、製品、サービス等の複数の要素を組み合わせて顧客に提

供する取引が含まれております。製品及びサービス等を提供するにあたり、複数の契約を締結している場合、各

契約における対価の相互依存性や各契約の締結時期等を評価し、関連する契約を結合したうえで、取引価格を独

立販売価格の比率でそれぞれの履行義務に配分し、収益を認識しております。 
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独立販売価格は、市場の状況、競合する製品等の市場売価、製品原価や顧客の状況等の様々な要因を考慮して見

積もっております。 

取引価格の算定においては、顧客への約束した財又はサービスの移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる

対価の金額で測定しております。値引き等の変動対価は、その発生の不確実性がその後に解消される際に、認識

した収益の累計額の重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ取引価格に含めております。なお、

約束した対価の金額に重大な金融要素は含まれておりません。 

顧客との契約獲得のための増分コスト及び契約に直接関連する履行コストのうち、回収可能であると見込まれる

部分について資産として認識しており、当該資産が関連する製品及びサービスの収益の認識方法に従って償却を

行っております。また、当該償却の期間が１年以内である場合に、契約獲得のための増分コストを資産計上せず

発生時に費用として認識しております。 

なお、当社が本人として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額で収益を表示しております。

当社が第三者のために代理人として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額から第三者のため

に回収した金額を差し引いた手数料の額で収益を表示しております。当社が本人か代理人かの判定は、顧客に財

又はサービスを移転する前に特定された財又はサービスを支配しているかに基づき判断をしており、物品・サー

ビスの提供及び注文の履行について第一義的な責任を有しているか、顧客による発注の前後・輸送中・返品の際

に在庫リスクを負っているか、直接・間接的に価格を決定する権利を有しているか等を考慮して行っております。 

 

アナリティカル・ソリューション 

当該セグメントには、主に医用体外診断用分析装置、バイオ関連機器、産業用途及び研究開発用途向け各種分析

計測機器等の収益が含まれており、物品の販売については、物品の所有に伴う重要なリスク及び実質的な支配が

移転した時点において収益を認識しております。具体的には、顧客に引き渡された時点、船積日、据付完了、顧

客の検収がなされた時点等で収益を認識しております。また、製品等の修理やサポートサービス契約は、サービ

ス提供時に収益を認識しております。支払条件は一般的な条件であり、延払等の支払条件となっている取引で重

要なものはございません。 

  

ナノテクノロジー・ソリューション 

当該セグメントには、主にエッチング装置・測長SEM・外観検査装置等の半導体製造装置、電子顕微鏡等の収益が

含まれており、物品の販売については、物品の所有に伴う重要なリスク及び実質的な支配が移転した時点におい

て収益を認識しております。具体的には、顧客に引き渡された時点、船積日、据付完了、顧客の検収がなされた

時点等で収益を認識しております。また、製品等の修理やサポートサービス契約は、サービス提供時に収益を認

識しております。支払条件は一般的な条件であり、延払等の支払条件となっている取引で重要なものはございま

せん。 

 

インダストリアル・ソリューション 

当該セグメントには、素材・エレクトロニクス、自動車・輸送機、化学品等の収益が含まれております。物品の

販売については、物品の所有に伴う重要なリスク及び実質的な支配が移転した時点において収益を認識しており

ます。具体的には、顧客に引き渡された時点、船積日、据付完了、顧客の検収がなされた時点等で収益を認識し

ております。なお、一部取引については、代理人としての取引を行っております。支払条件は一般的な条件であ

り、延払等の支払条件となっている取引で重要なものはございません。 
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３．貸借対照表等に関する注記 

(１)有形固定資産の減価償却累計額 79,240 百万円 
 

(２)保証債務等   

①保証債務 

保証債務の内容は下記のとおりであります。 

関係会社２社(買入債務保証) 1,030 百万円 

関係会社１社(未経過賃借料) 444  〃 

従業員に対する保証(住宅ローン) 1  〃 

なお、上記以外に、海外関係会社１社との間で、主に資金調達に対する信用補完を目的として、経営指導念書を

差し入れております。 

 

  ②訴訟等 

2017年11月に、当社が一次下請として請け負った横浜市所在のマンション(以下、本件マンション)の杭工事におい

て、一部不具合が懸念されることにより本件マンションの建替え費用等を負担したとして、三井不動産レジデンシ

ャル㈱から本件マンション施工会社、当社及び杭工事二次下請施工会社の３社に対し、損害賠償として約459億円を

請求する訴訟が提起されましたが、2018年７月に、損害賠償請求金額を約510億円に変更する旨の訴え変更の申立が

ありました。 

また、この訴訟に関連して、2018年４月に、本件マンション施工会社である三井住友建設㈱から、当社及び杭工事

二次下請施工会社の２社に対し、損害賠償として約496億円を請求する訴訟が提起されましたが、2018年７月に、損

害賠償請求金額を約548億円に変更する旨の訴え変更の申立がありました。 

当社は、これらの請求に対し、見解を主張していく方針ですが、一切の支払義務を負わないとの確証はありませ  

ん。 

 

(３)関係会社に対する短期金銭債権 87,969 百万円 
 

(４)関係会社に対する短期金銭債務 100,076 百万円 

 (５)土地再評価 

当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、2002年３月31日に事業用の土

地の再評価を行っております。なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

(平成11年３月31日公布法律第24号)に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第２号に定める国土利用計画法

施行令(昭和49年12月20日公布政令第387号)の規定により判定された標準価格に合理的な調整を行って算定す

る方法により算出しております。 
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４．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,210 百万円 

未払賞与 

未払事業税否認額 

2,059 

536 

〃 

〃   

売上原価未払計上否認額 376 〃 

たな卸資産評価減 2,282 〃 

退職給付引当金 1,859 〃 

退職給付信託 1,257 〃 

投資関係評価損否認額 3,203 〃 

関係会社投資簿価修正額 1,519 〃 

減価償却超過額 3,575 〃 

研究開発費 1,412 〃 

資産除去債務 318 〃 

会員権評価損否認額 174 〃 

減損損失 847 〃 

繰延ヘッジ損益 

繰越税額控除 

805 

245 

〃 

〃 

その他 1,301 〃 

繰延税金資産小計 23,978 〃 

評価性引当金 △7,228 〃 

繰延税金資産合計 16,750 〃 

繰延税金負債 

資産除去債務に対応する除去費用 △271 〃 

その他有価証券評価差額金 △1,623 〃 

固定資産圧縮積立金 △468 〃 

繰延税金負債合計 △2,362 〃 

繰延税金資産の純額 14,388 〃 
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５．関連当事者との取引に関する注記 

 (１)親会社及び法人主要株主等 
  
 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の被所有 
割合(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の 

兼任等 
関連当事者 
との関係 

親会社 
㈱日立 
製作所 

東京都 
千代田区 

461,731 
電気機械器具の 
製造及び販売 

直接 
100 

間接 
― 

兼任 
2人 
 

鉄道車両関連部
材・電子顕微鏡
等の販売、 

変電設備部材・
臨床検査システ
ム等の仕入 

 
鉄道車両関連部
材・電子顕微鏡等

の販売 
 

1,526 

売掛金 2,820 

前受金 343 

 
変電設備部材・臨
床検査システム等

の仕入 
 

2,161 

買掛金 876 

前渡金 142 

資金の預入 12,691 
関係会社 
預け金 

91,187 

利息の受取 62 未収入金 0 

法人税の納付 ― 未払金 4,264 

 

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．各種機器・部品等の取引については、毎期価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。 

２．資金の預入は、当社と㈱日立製作所の間で基本契約を締結しているものであります。資金の融通は日々行わ

れており、取引金額は前期末時点との差引き金額を表しております。利息については、市場金利を勘案して

決定しております。 

３．法人税の納付は、連結納税制度による連結法人税の個別帰属額であります。 

４．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



―9― 

 (２)子会社 
 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 
割合(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 

期末残
高 

(百万
円) 

役員の 
兼任等 

関連当事者 
との関係 

子会社 

㈱日立ハ
イテクフ
ィールデ
ィング 

東京都 
港区 

1,000 
半導体製造装置、 
分析計測機器等 
の保守サービス 

直接 
100 

間接 
― 

兼任 
なし 
 

サービス部品
等の販売 

サービス部品 
等の販売 

37,904 売掛金 11,379 

資金の預り 3,920 
預り金 12,163 

利息の支払 31 

子会社 

㈱日立ハ
イテクマ
ニファク
チャ＆サ
ービス 

茨城県 
ひたち

なか市 

230 
医用分析装置、 
半導体製造装置 

等の製造 

直接 
100 

間接 
― 

兼任 
なし 
 

医用分析装
置、半導体製
造装置等の 

仕入 

 
医用分析装置、 
半導体製造装置 
原材料の有償支給 

 

9,259 未収入金 2,115 

医用分析装置、 
半導体製造装置等 

の仕入 
31,904 買掛金 3,828 

資金の預り 68 
預り金 9,880 

利息の支払 32 

子会社 

㈱日立ハ
イテクフ
ァインシ
ステムズ 

埼玉県 
児玉郡 

100 

エレクトロニクス 
関連製品、検査 
装置等の設計、 
製造、販売、保守 

サービス 

直接 
100 

間接 
― 

兼任 
2人 

プーリング制
度に基づく資
金の貸付 

資金の回収 511 
短期 
貸付金 

7,307 

利息の受取 23 

子会社 
日立ハイ
テクアメ
リカ会社 

アメリカ 
合衆国 

千米ドル 
7,950 

半導体製造装置、 
工業材料等の販売 

直接 
100 

間接 
― 

兼任 
2人 

半導体製造 
装置等の販売 

半導体製造 
装置等の販売 

60,757 
売掛金 

 
前受金 

23,565 
 

415 

資金の預り 13,261 預り金 25,053 

利息の支払 45 未払費用 6 

子会社 

日立ハイ
テクヨー
ロッパ会

社 

ドイツ 
連邦 

共和国 

千ユーロ 
3,129 

半導体製造装置、 
医用分析装置等 

の販売 

直接 
100 

間接 
― 

兼任 
なし 

半 導 体 製

造 装 置 、

医 用 分 析

装 置 等 の

販売 

半導体製造装

置、医用分析

装置等の販売 
68,437 

売掛金 
 

前受金 

18,567 
 

356 

受取配当金 6,427 ― ― 

資金の預り 3,429 預り金 18,206 

利息の支払 32 未払費用 3 

 

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．装置・機器等の取引については個別に交渉の上、材料等の販売については毎期価格交渉の上、一般取引条件

と同様に決定しております。 

２．資金の預り及び回収は、当社と子会社の間で基本契約を締結しているものであります。資金の融通は日々行

われており、取引金額は前期末時点との差引き金額を表しております。利息については、市場金利を勘案し

て決定しております。 

３．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、残高は消費税等を含んで表示しております。 

４．子会社への貸倒懸念債権に対し、合計7,092百万円の貸倒引当金を計上しております。 

また、当事業年度において合計1,182百万円の貸倒引当金繰入額を営業外費用に計上しております。 

 

 

６．１株当たり情報に関する注記 

(１)１株当たり純資産額 2,202円48銭

(２)１株当たり当期純利益金額 303円70銭

 

７．重要な後発事象に関する注記 
 
   該当事項はありません。 

 


